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川田工業では，2009 年より地中熱利用技術の開発に取り組み，2010 年秋に，富山本社事務所棟に地下水を熱源

としたヒートポンプ空調システムを導入した。従来，この地下水は雑用水や消雪などに利用してきたが，井戸の適

正揚水量に対して余剰が認められたため，空調の熱源に利用したものである。本システムは，既存設備を流用する

ことでイニシャルコストを大幅に抑えることができた。しかし，一般的なオープンループ方式に比較して，エネル

ギー消費効率が低く，当初より様々な問題点が指摘されてきた。また，熱源水使用にあたり，揚水ポンプの発動停

止を直接コントロールできないなど，いくつかの制限があった。これらの課題に対して，機器構成の見直しと計装

による制御で高効率化を実現した。 

キーワード：GSHP，COP，インバータ，シーケンサ，省エネ 

 

 

 

1．．．．はじめにはじめにはじめにはじめに 

川田工業が生産拠点を置く富山県南砺市は，庄川流域

に広がる扇状地の中央部に位置しており，地下水資源に

恵まれた地域である。創業当初より，富山本社の事務所

棟や富山工場でも，この地下水を雑用水や冬期の消雪な

どに利用してきた。しかし，井戸設備の老朽化に伴い，

維持管理するうえで，通年で安定的な揚水が望まれた。 

このような状況の中で，2010 年に事務所棟(S 造地上 3

階)の空調設備が更新時期を迎え，井戸揚水量の余剰を熱

源とした空調システムの導入が検討された。この結果，

常時職員が執務する 1 階事務室を核に，試験的に導入し

て同年 11 月から運転を開始した。その後，環境省が推奨

する環境技術実証(ETV)事業のヒートアイランド対策技

術分野に本システムを申請して，2012 年度に実証(実証

番号 052-1101)1)された。なお，他階には一般的な空気熱

源の空調が 2010 年 5 月に設備されている。 

実証とは，開発者，利用者のいずれでもない第三者が

環境技術の環境保全効果，副次的な環境影響，その他を

試験などに基づき客観的なデータとして示すことを目的

としており，一定の基準を満足したことを認証するもの

ではない。しかし，有識者による検討・審議の過程にお

いて，一般的な水熱源空調と比較して冷暖房時の平均エ

ネルギー消費効率(以下，COP とする)および通年エネル

ギー消費効率(以下，AFP とする)が低いとの指摘を受け

た。これを機に，機器構成・制御方法を精査した。 

その結果，効率低下の主因は，暖房運転時に熱源水と

熱媒の伝熱ロスにより温度差が生じて，熱源ユニット(以

下，HP とする)入口の熱媒温度が，熱源水温度よりも著

しく低くなることであった。また，空調負荷のピークを

基準に機器を制御しているため，中間期などは熱媒の循

環ポンプの消費電力が HP を上回ることもある。これらの

問題に対して，熱交換器の更新，循環ポンプのインバー

タ化およびシーケンサによる機器制御を導入することで，

システムの高効率化を実現したので，以下に報告する。 

2．．．．空調システムの概要空調システムの概要空調システムの概要空調システムの概要 

本地中熱利用ヒートポンプ空調システムの特徴は，地

下水を熱源水として直接利用するのではなく，向流型プ

レート式熱交換器(以下，熱交換器とする)を介して閉回

路内の熱媒と熱交換した後に，この熱媒を熱源に用いる

ことである(図 1，2)。使用後の熱源水は古井戸に還元し

ており，オープンループ方式の一つである。既存井戸設

備を流用することで初期コストを抑えることができた。 

このシステムは，熱源水が鉄や銅の腐食性を有する水

質やスケール析出が危惧される水質など，HP に内蔵され

た機器・管類の早期劣化が懸念される場合に，それらの
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リスクを上記熱交換器に集中できる。 

他方，伝熱ロスにより，熱交換器の熱源水入口温度 tW(in)

と熱媒出口温度 tB(out)の平均温度差(以下，MTD とする)

が大きくなる。このため，熱媒と冷媒の温度差が小さく

なり，特に冬期暖房時は COP が低下する。 

ここでは，空調面積 259m2に対して，暖房負荷を 180W/m2

で設備設計した。井戸の余剰水量を 120ℓ/min，HP の熱媒

温度差ΔtB=5K として，熱量は 40kW 程度である。事務室

および玄関ホールは空調負荷が常時求められるが，応接

室はその使用状況による。全室同時に空調を稼働させた

場合は熱源不足になるが，その確率は極まれと判断した。

設備の諸元を以下に示す。 

［設備諸元］ 

・空調面積：259m2 

事務室：171m2 

応接室：3 室@21m2 

玄関ホール：25m2 

・暖房負荷：180W/m2 

・熱源水温度：15.5℃(冷房時)，14.5℃(暖房時) 

・熱源水流量：120ℓ/min 

・HP(ダイキン工業；RWEYP450A 改) 

冷房定格能力：2 基@22.4kW 

暖房定格能力：2 基@25.0kW 

・循環ポンプ(テラル；LP32A6.75) 

出力：0.75kW 

・揚水ポンプ(川本製作所；型番不明) 

出力：15kW 

・熱媒(シーシーアイ；ウエストンブライン PB) 

濃度：50%希釈 

・冷媒(ダイキン工業；R-410A) 

 

         

図 2 向流型プレート式熱交換器の概略図 

なお，HP の使用条件として，取扱説明書に入口水温 10

～45℃，水量 50～150ℓ/min/基の記載がある。供給熱量

が少ないと蒸発器内部の冷媒の圧力が低下するため，圧

縮機の入口で冷媒の低圧異常を検知する。この結果，過

度な低圧低下から保護機能が作動して，強制サーモ off

により圧縮機が停止，あるいは HP が異常停止する。本シ

ステムでは，熱媒に不凍液の使用を前提に，tB(out)がこの

閾値を下回ることを許容するため，自己責任でこの制限

を解除した。 

3．．．．実証試験の結果実証試験の結果実証試験の結果実証試験の結果 

システム全体の COP を算定する場合，消費電力は HP の

ほか，循環ポンプ(以下，LP とする)および揚水ポンプ(以

下，WP とする)を考慮する。実証試験では，それぞれに

電力量計を設置して，1 分間隔でロギングした計測デー

・熱源水温度差：ΔtW=tW(out)-tW(in) 
・熱源水流量：qW 

・熱源水熱量：QW 
・熱媒温度差：ΔtB=tB(out)-tB(in) 

・熱媒流量：qB 

・熱媒熱量：QB 

熱源水出口温度：tW(out) 
(還元井) 

熱源水入口温度：tW(in) 
(揚水井) 

熱媒入口温度：tB(in) 
(HP 出口) 

熱媒出口温度：tB(out) 
(HP 入口) 

 

図 1 既往システムの概要図 
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タを空調時間毎に積算した。このとき，地下水は日常的

に空調以外にも雑用水として利用しているため，WP の測

定値から空調に費やした電力量を算定するのが困難であ

った。そのため，仮想ポンプを選定して，空調に利用し

た揚水量に応じて消費電力を推定している。また，空調

面積は 259m2 であるが，外気温が同一であっても，応接

室は在室時に空調を稼働させるため，使用状況によって，

HP の負荷が異なる。 

実証試験の結果から，冷房期間，暖房期間および AFP

に対して，HP 単体のエネルギー消費効率を COP(HP)，LP

を含んだ効率を COP(HP+LP)，さらに WP まで考慮した効率を

COP(HP+LP+WP)として，表 1 に整理した。COP は定格状態にお

いて消費電力 1kW あたり何 kW の冷房・暖房能力を引き出

せるかという値のことで，「冷房・暖房能力(kW)÷消費電

力(kW)」から算出する。また，APF は，冷房期間および

暖房期間を通じて室温を冷房および暖房するために要し

た熱量の総和(Wh)と同期間に消費する電力量(Wh)の総和

の比で算出する。いずれも，数値が大きいほど効率が良

く，省エネ効果が大きいことを表す。なお，WP の消費電

力が推定値のため，COP(HP+LP+WP)は参考値とした。 

［試験概要］ 

・実証単体：(A)システム全体 

・実証機関：(特非)地中熱利用促進協会 

・空調時間：8:30～19:00 

（就業時間 8.75hr：8:30～17:15） 

・設定温度：冷房時 28℃，暖房時は状況に応じて。 

・冷房期間：2011 年 8 月 1 日～2011 年 9 月 30 日 

・暖房期間：2011 年 11 月 8 日～2012 年 2 月 1 日 

表 1 エネルギー消費効率の期間平均値 

項目 冷房期間 暖房期間 AFP 

COP(HP) 4.17 3.46 3.57 

COP(HP+LP) 3.02 3.01 3.01 

COP(HP+LP+WP)
※ 2.80 2.91 2.89 

※ 参考値 

4．．．．既往システムの課題既往システムの課題既往システムの課題既往システムの課題 

一般的に，地下熱を空調の熱源に利用する場合，熱源

水と冷媒の温度差が大きくなる夏期冷房時には COP(HP)が

6.0 程度になることも珍しくない。また，冬期暖房時は

デフロストがなく，COP(HP)は 4.0 以上を期待できる。 

これに対して，実証試験の結果は表1のとおりであり，

供給熱量の不足が懸念される。熱源水の水温および最大

流量は固定値であり変更できない。したがって，伝熱ロ

スの低減と，機器の効率化による消費電力の削減が課題

である。例えば，熱交換器の MTD が大きいと，tB(out)は冷

房時に熱源水よりも高く，逆に暖房時には熱源水を下回

り，HP の効率が低下する。 

したがって，まず MTD が小さい熱交換器に更新するこ

と。次に，熱源水と熱媒の熱量を等価にするため，ΔtB

を小さく，熱媒の流量 qBを増加させる対策について検討

した。 

(1)(1)(1)(1) 熱交換器熱交換器熱交換器熱交換器    

既往システムでは，熱交換器は運用実績および価格か

ら，ΔtW＝5.0K，MTD=6.0K，向流型の SUS316+Cu ブレー

ジングプレート式(MDI；T050-50)を採用している(表 2)。 

この熱交換器は，tW(in)=14.0℃，tW(out)=9.0℃，qB=100ℓ

/min を同量の熱媒と熱交換すると，tB(in)=3.0℃のとき，

tB(out)=8.0℃になる性能を有する。 

表 2 熱交換器の性能（更新前） 

項目 熱源水 熱 媒 

流量 [m3/h] 6.18 6.15 

入口温度（t(in)） [℃] 14.0 3.0 

出口温度（t(out)） [℃] 9.0 8.0 

圧力損失 [kPa] 37.5 40.2 

交換熱量 [kW] 36.0 

平均温度差（MTD） [K] 6.0 

伝熱面積 [m2] 1.2 

(2)(2)(2)(2) 制御方法制御方法制御方法制御方法    

熱源水の流量は，主管に備えた排水温度調節弁(以下，

調節弁とする)(日本バルブ；CMXE-105UUT-032-M4)の開度

を温度調節計(横河電機；UT150)のアナログ出力(4～

20mA)により，tB(out)があらかじめ設定した目標値に収束

するように PID 制御している。温度調節計の目標値は，

ピーク負荷を想定して冷房時 25.0℃，暖房時 9.0℃であ

った。tW(in)は概ね夏期 15.5℃，冬期 14.5℃である。 

一方，熱交換器内停留水の凍結防止と tW(out)の計測を目

的に，バイパスを設けて手動弁の調整で HP 稼働時は常時

qW=5ℓ/min 以上流している。なお，図 1 に示すように，

熱源水送水管の下流に電磁弁を設けて，HP の電源 on で

全開，電源 off で全閉して節水に努めている。 

次に，冷媒の圧力 p－比エンタルピーh 線図(モリエル

線図)を図 3 に示す。サイクルが①②③④のとき，吸熱時

に p を上げ，放熱時に下げると①’②’③’④’になる。この

とき，線分②③と② ’③ ’，④①と④’①’はあまり変わらな

いが，線分①’②’は①②に比較して短くなる。すなわ

ち，圧縮機の動力が少なくて済み，COP が上昇する 2)。 

 

図 3 p－h 線図 



 

つまり，暖房運転時は空調負荷が同じであれば室内設

定温度をなるべく低く，tB(out)をより高く，

すればよい。 

5．．．．システムの改良システムの改良システムの改良システムの改良 

LP は HP と同期しており，HP の電源 on

ず定格 60Hz で稼働していた。さらに，熱交換器

たところ，瞬時の最大流量が約 125ℓ/min

程度に増加した。空調負荷が小さい中間期

費電力 P(LP)は HP の消費電力 P(HP)と同等以上になる

計流量の qB=120ℓ/min を満足するだけであれば

0.4kW クラスへの更新も一考であった。しかし，中間期

など空調負荷が小さいときは，P(HP)と P(LP)

り，根本的な省エネ対策にならない。また，暖房運転で

のピーク負荷時に，出力 0.4kW クラスの LP

状維持で，小さくならない。 

また，既往システムでは tW(out)をセンシングして，目

標値 tSに漸近するように，調節弁を PID

流量 qWを調整してきた。このとき，熱媒と熱源

のつり合いは，比熱，比重を同程度とみなして

ば下式①で表すことができる。 

{tB(out)-tB(in)}×qB＝{tS-tW(in)}×qW ・・・①

ここで，qB，tSおよび tW(in)は，空調負荷に関わらず

定である。このとき，定常時は|ΔtB|<|Δ

P(WP)は減少するが P(HP+LP)には直接影響しない

一方，新規システムではセンシングを

るとともに，qBと空調負荷を相関付ける

を低減した（式②）。 

{tS-tB(in)}×qB={tW(out)-tW(in)}×qW ・・・②

(1)(1)(1)(1) 熱交換器熱交換器熱交換器熱交換器の大型化の大型化の大型化の大型化    

tB(out)をなるべく高温で保持するためには，

大きくする必要がある。しかし，費用対

なサイズで妥協しなければならない。そこで

は，MTD を 2.5K に狭めた同タイプ(MDI；

採用した。性能は下記のとおりである。

表 3 熱交換器の性能（更新後）

項目 熱源水

流量 [m3/h] 8.58

入口温度（t(in)） [℃] 14.0

出口温度（t(out)） [℃] 9.0 

圧力損失 [kPa] 10.9

交換熱量 [kW] 

平均温度差（MTD） [K] 

伝熱面積 [m2] 

(2)(2)(2)(2) LP ののののインバータ化インバータ化インバータ化インバータ化    

熱交換の更新に伴い，圧力損失が 40.2kPa

に減少した。1kPa=0.102mAq であるから，全揚程が約

低下したことになる。図 4 に示した性能線図からも確認

できる。 
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つまり，暖房運転時は空調負荷が同じであれば室内設

をより高く，ΔtBを小さく

on で負荷に関わら

。さらに，熱交換器を更新し

/min から 160ℓ/min

空調負荷が小さい中間期には，LP の消

同等以上になる。設

を満足するだけであれば，出力

クラスへの更新も一考であった。しかし，中間期

(LP)が同程度にな

。また，暖房運転で

LP ではΔtBが現

をセンシングして，目

PID 制御して熱源水

熱媒と熱源水の熱量

とみなして省略すれ

・・・① 

空調負荷に関わらず一

ΔtW|になるため，

には直接影響しない。 

を tB(out)に変更す

ることで，P(HP+LP)

・・・② 

保持するためには，伝熱面積を

対効果から現実的

そこで，熱交換器

；T205-100EMD)を

る。 

の性能（更新後） 

熱源水 熱 媒 

8.58 9.62 

14.0 6.5 

 11.5 

10.9 18.1 

50.0 

2.5 

9.8 

40.2kPa から 18.1kPa

であるから，全揚程が約 2.3m

に示した性能線図からも確認

文献 3),4),5)より，LP をインバータ

調負荷に応じてモータ回転数を制御

P(LP)を抑制できることがわかった

にインバータ(キーエンス；

荷に応じた熱量を供給した。

に比例するものとして，周波数

変速にした。 

一般的に，三相モータが消費する電力は，回転数の

乗に，圧力損失は流量の 2 乗に比例する。例えば，回転

数を 1/2 にすれば，消費する電力量は

つまり，空調負荷に応じて供給

度差に応じて流量を制御)することで，省エネ運転が期待

できる。 

図 4 ラインポンプの性能曲線

LP の取扱説明書(テラル；

駆動する場合の注意点として，最低周波数

されているが，一般的にモータ

は商用電源周波数の 50%程度である。

30Hz にした。なお，単相モータや保護装置付きモータは

インバータ駆動できない。ま

の場合よりも電流値が大きく，モータの温度上昇が激し

い。この傾向は，50Hz モータで顕著になるので

たっては注意が必要である。

(3)(3)(3)(3) シーケンサによる制御シーケンサによる制御シーケンサによる制御シーケンサによる制御

 tB(out)をセンシングして，目標値に漸近することで

の応答が早くなり tB(out)を高い温度で保持できると考え

た。バックアップ用に既往設備を残置することを前提に，

インバータおよび調節弁をシーケンサ

KV3000)で制御することとした。

シーケンサは汎用性に優れ，機能の追加，改修が容易で

ある 6),7)。 

また，先述したとおり，熱源水

どに用いている。そのため，

回，5 分間程度，供給量が不足

なると，制限を解除したことで

熱交換器内の溜まり水の凍結

に対しては，qW，tB(in)をモニタリングして

0.125
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をインバータ駆動することで，空

調負荷に応じてモータ回転数を制御でき，LP の消費電力

ことがわかった。そこで，0.75kW の LP

キーエンス；HI-07T)を接続して，空調負

。ここでは，空調負荷がΔtB

周波数 60Hz を 50～100%の 5 段

一般的に，三相モータが消費する電力は，回転数の 3

乗に比例する。例えば，回転

にすれば，消費する電力量は 1/8 に低減する。

供給熱量をコントロール(≒温

することで，省エネ運転が期待

 

性能曲線（テラル；LP32A6.75） 

テラル；LP/SLP2 型)に，インバータ

駆動する場合の注意点として，最低周波数が 20Hz と明記

が，一般的にモータ特性が予想可能な周波数

程度である。このため，下限を

なお，単相モータや保護装置付きモータは

できない。また，運転時は商用電源運転

の場合よりも電流値が大きく，モータの温度上昇が激し

モータで顕著になるので適用にあ

たっては注意が必要である。 

シーケンサによる制御シーケンサによる制御シーケンサによる制御シーケンサによる制御    

をセンシングして，目標値に漸近することで qW

を高い温度で保持できると考え

た。バックアップ用に既往設備を残置することを前提に，

シーケンサ(キーエンス；

こととした。機器を制御するうえで，

シーケンサは汎用性に優れ，機能の追加，改修が容易で

熱源水は雑用水および消雪な

用いている。そのため，要求熱量に対して，年に数

供給量が不足する。空調のピークと重

制限を解除したことで熱媒が摂氏 0℃を下回り，

凍結が懸念される。このリスク

をモニタリングして，閾値以下に

0.160 0.125 



 

なると，上記事象が現れる前に，HP が緊急停止するよう

に，新たなインタロック機構を設けた。

(4)(4)(4)(4) WP の消費電力の消費電力の消費電力の消費電力    

既存設備が古く，揚水井の掘削深度やボーリング柱状

図など，設備台帳に記録が残っていない。

どから推定すると，ポンプは口径φ80 ㎜

出量 800ℓ/min 程度と思われる。国土交通省の全国地下水

資料台帳の近傍数ヶ所の井戸データより

m から深度 120m 程度まで砂礫層で，自然水位

m と見込まれた。 

先述したとおり，空調で使用した WP の消費電力

を計測することが困難である。実証試験では

径φ40mm，出力 0.37kW，揚程 14.0m の WP

夏期の地下水位が GL-18.5m，冬期が GL-

次のとおり冷房・冷暖期間の消費電力 PC

算出している 1)。 

 ・冷房期間：PC=0.37kW×14m/18.5m=0.28kW

 ・暖房期間：PH=0.37kW×14m/21.0m=0.25kW

 一方，改良後は 60Hz 時の最大流量が約

加したことからポンプ選定を再考した。

プ口径φ40mm で，吐出量 160ℓ/min および

足する出力 1.1kW クラス(川本製作所；USN2

に変更した。なお，W(WP)の算定に際しては，

を積算した。 

6．．．．計測結果計測結果計測結果計測結果 

実証試験では，システム稼働時間に待機運転

および P(LP)が含まれている。室温の設定温度が空調負荷

を要求しない場合，HP が待機運転になる。

格で稼働していたため，待機時は P(LP)が P

また，送風運転なども区別できない。COP

本来発生していない待機時間中の生成熱量と消費電力

それぞれ，分子，分母に合算していたことになる

17:15 以後の残業を前提に空調時間を設定して

源 off の忘れなど，その割合が高くなった

本報告では就業時間中にヒートポンプが稼働した時間

を基準に COP を算定し直すこととした。この過程で，

が待機電力(150W 程度)以下のログデータを除外した。

一方，空調システムを選定，運用する上で，消費電力

は重要な要因である。そのため，消費電力は

含めて，就業時間内に消費した電力量を基準にした。

(1)(1)(1)(1) 冷房運転冷房運転冷房運転冷房運転    

 システム改修の前後で，就業時間平均の

平均気温ではない)と冷房 COPおよび消費電力

に示す。COP(HP)が同程度で，COP(HP+LP)，COP

方に移動しているのが見て取れる。冷房運転

定は概ね 28.0℃で，期間平均は 26.82℃と

った。アメダス気象データより，同期間の日平均
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が緊急停止するよう

た。 

設備が古く，揚水井の掘削深度やボーリング柱状

図など，設備台帳に記録が残っていない。WP の制御盤な

㎜で出力 15kW，吐

国土交通省の全国地下水

より，表土以深の数

自然水位は深度十数

の消費電力 P(WP)

実証試験では，ポンプ口

WP を想定して，

-21.0m として，

C，PHをそれぞれ

14m/18.5m=0.28kW 

14m/21.0m=0.25kW 

約 160ℓ/min に増

た。本報告ではポン

および揚程 21m を満

USN2-406-1.1C)

の算定に際しては，1 分毎の P(WP)

実証試験では，システム稼働時間に待機運転時の P(HP)

室温の設定温度が空調負荷

が待機運転になる。特に，LP は定

P(HP)を上回った。

COP 算定の際には，

本来発生していない待機時間中の生成熱量と消費電力を

ていたことになる。また，

残業を前提に空調時間を設定しており，電

なった。 

本報告では就業時間中にヒートポンプが稼働した時間

この過程で，P(HP)

ログデータを除外した。 

運用する上で，消費電力

である。そのため，消費電力は待機電力も

就業時間内に消費した電力量を基準にした。 

の外気温度 tO(日

および消費電力量 Wを図 5

COP(HP+LP+WP)とも上

冷房運転時の室温設

℃と 25.67℃であ

同期間の日平均気温は

2011 年が平年より高め，2014

システム改修前は 2011 年

として，有効データ数 n が 32

た。また，システム改修後は，

条件で，n=31，A=63.6%であった

改修前後で，COP(HP)は 5.11 から

(a) システム改修前

(b) システム改修後

図 5 平均外気温度と冷房

表 4 システム改修前後の比較（冷房運転）

項 目 

n [－] 

A [%] 

tO [℃] 

tB(out) [℃] 

tW(in) [℃] 

tW(in)-tB(out) [K] 

qB [ℓ/min] 

qW [ℓ/min] 

COP(HP) [－] 

COP(HP+LP) [－] 

COP(HP+LP+WP)
※ [－] 

W(HP) [kWh] 

W(HP+LP) [kWh] 

W(HP+LP+WP)
※ [kWh] 

QB [kWh] 

QW [kWh] 

※ 参考値 
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2014 年が平年並みであった。 

年 8月～9月の平日就業時間中

32，稼働率 A が 73.5%であっ

後は，2014 年 8 月～9 月の同じ

であった。これらを整理した結果，

から 5.00 に低下，COP(HP+LP)  

 

システム改修前 

 

システム改修後 

と冷房 COP・消費電力量 

システム改修前後の比較（冷房運転） 

改修前 改修後 

32 31 

73.5 63.6 

26.82 25.67 

19.3 17.5 

16.1 16.7 

-3.2 -0.8 

 97.8 84.9 

 44.3 40.8 

5.11 5.00 

3.45 4.14 

3.08 3.59 

 18.3 14.2 

 26.2 16.8 

 29.2 19.5 

 96.2 73.6 

 90.5 63.3 



 

は 3.45 から 4.14，COP(HP+LP+WP)は 3.08 から

れ上昇した。これらの結果を表 4 にまとめた。いずれも

表 1 に示した値と乖離している。また，実証試験では熱

交換器の熱交換性能は 3.7K であったが，再計算の結果が

3.2K，改修後は 0.8K になった。MTD がそれぞれ

であったことから，冷房時は設計値より安全側といえる。

COP(HP)が低下した理由は，調節弁の制御変更に

い，ピーク時の供給熱量が減少したことによる。しかし，

COP(HP+LP)，COP(HP+LP+WP)がいずれも向上しており

果が認められる。 

次に，1 日当たりの挙動を，システム改修前後で比較

するため，2011 年 8月 29 日(実証試験の冷房運転代表日

と 2014 年 8 月 21 日(就業時間中の平均外気温，空調稼働

率が同程度)を選定して，図 6～図 8 に示した

合で図 7,8 は文末に掲載)。 

図 6 は，ΔtBと QB，P(HP+LP)の関係を示したものである。

改修前は LP が定格駆動のため，1 対 1 の比例関係にある

ことがわかる。一方，改修後はインバータ

で負荷に応じて多軸化され，結果として

が少なくなるので，消費電力が減少する

(a) 2011 年 8 月 29 日   (b) 2014 年

図 6 熱媒の温度差と熱量・消費電力の関係

 図 7(a)より，tW(in)は 15.4℃で安定しているが，

は変動が激しい。調節弁の応答が遅いためと考える。

れは，図 7(e)より，LP が定格で駆動しており

123.3ℓ/min で一定である。このとき，空調負荷が

して表れる。この温度差を均等にするため，温度調節弁

により qWで吸収する計画であった。しかし，

できずに,qWは細かく変動するものの，qW

/min で安定している。つまり，HP の要求熱量に対して，

調節弁の開度調整による熱源水の流量調整が熱量に追従

しておらず，その結果，温度差として表れている

図 7(f)からわかる。短時間で熱量を生成させなければな

らず，COP(HP)悪化の一因になっていた。 

 一方，図 8(a)より，改修後は熱媒温度の変動幅が小さ

く，安定していることがわかる。また，

が改修前の 60～80%で，それに追従して調節弁

ている。この結果，温度差のばらつきが少なくなり，そ

の値も小さくなった(図 8(f))。 
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から 3.59 にそれぞ

にまとめた。いずれも

また，実証試験では熱

であったが，再計算の結果が

がそれぞれ 6.0K，2.5K

であったことから，冷房時は設計値より安全側といえる。 

調節弁の制御変更にともな

供給熱量が減少したことによる。しかし，

ており，省エネ効

日当たりの挙動を，システム改修前後で比較

実証試験の冷房運転代表日)

就業時間中の平均外気温，空調稼働

に示した(紙面の都

の関係を示したものである。

の比例関係にある

インバータ駆動すること

化され，結果として P(HP+LP)の積算量

が減少することがわかる。 

 

年 8 月 21 日 

の関係（冷房運転） 

℃で安定しているが，tB(out)

いためと考える。こ

ており，qBが平均

空調負荷がΔtBと

この温度差を均等にするため，温度調節弁

しかし，ΔtBに追従

Wの平均は 58.8ℓ

の要求熱量に対して，

熱源水の流量調整が熱量に追従

しておらず，その結果，温度差として表れていることが

短時間で熱量を生成させなければな

 

熱媒温度の変動幅が小さ

く，安定していることがわかる。また，図 8(e)より，qB

調節弁が連動し

ばらつきが少なくなり，そ

(2)(2)(2)(2) 暖房運転暖房運転暖房運転暖房運転    

冷房と同様に，tOと暖房 C

値を表 5 に示す。改修前の 2011

月 30 日は，n=111，A=92.5%である。

期間は 2014 年 10 月 20～11

である。図 9 の tO=15℃近傍を比較すると，同等以下と

(a) システム改修前

(b) システム改修後

図 9 平均外気温度と暖房

表 5 システム改修前後の比較（暖房運転）

項 目 

n [－] 

A [%] 

tO [℃] 

tB(out) [℃] 

tW(in) [℃] 

tW(in)-tB(out) [K] 

qB [ℓ/min]

qW [ℓ/min]

COP(HP) [－] 

COP(HP+LP) [－] 

COP(HP+LP+WP)
※ [－] 

W(HP) [kWh] 

W(HP+LP) [kWh] 

W(HP+LP+WP)
※ [kWh] 

QB [kWh] 

QW [kWh] 

※ 参考値 
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COP および W を図 9 に，平均

2011 年 11 月 1 日～2012 年 4

である。また，改修後の計測

11 月 12 日で，n=13，A=78.9%

℃近傍を比較すると，同等以下と 

 

システム改修前 

 

システム改修後 

暖房 COP・消費電力量 

システム改修前後の比較（暖房運転） 

改修前 改修後 

 111 13 

 92.5 78.9 

 6.81 14.97 

 9.6 14.3 

 14.3 14.8 

 4.7 0.5 

 113.5 93.2 

 64.7 43.2 

 3.57 3.64 

 3.14 3.25 

 2.99 2.90 

 60.9 12.5 

 69.5 16.6 

 73.7 19.4 

 151.2 37.5 

 172.0 43.1 



 

見なせる。改修前は暖房全期間であるが，改修後は暖房

初期のため暖房負荷が小さく，COP(HP)が

こともある。 

また，1 日当たりの挙動比較は，2014

ステム改修後の稼働率)を基準に，改修

2011 年 11 月 18 日(就業時間中の平均外気温度，稼働率

が同程度)を選定して，計測結果を図 11,

特筆すべきは，COP(HP)は同程度であるが，

COP(HP+LP)が3.02から3.33に上昇したことである

P(HP+LP)×8.75hr であるから，Q(HP+LP)は

18.3kWh に減少している。また，図 10 より，

に LP をインバータ駆動することで，省エネ効果が認めら

れる。 

(a) 2011 年 11 月 18 日   (b) 2014

図 10 熱媒の温度差と熱量・消費電力の関係

 図 11 からも，空調負荷に対して調節弁

きておらず，図 7 の冷房時と同じことが

図 12(e)より，qBは改修前の 50～70%である

qWは，10ℓ/min 程度まで低下しているが，これ

量が少ないため，ΔtBが小さいときは調節弁

qWはバイパスを流れる流量のみになる。

2011 年 1 月 30 日に，tW(in)=14.1℃，tB(out)

録して，tW(in)-tB(out)が 6.7K になった。この

大幅に低下して，消費電力が増大した。今回の改修によ

って，このような厳冬期には省エネ効果が顕著に表れる

と考える。 

7．．．．考察考察考察考察 

地下水をヒートポンプの熱源に利用する際に，その水

質がメーカー基準やガイドライン8)などを満足しない場

合は，熱交換器を介して熱媒を用いることになる。この

とき，熱交換器の伝熱ロスにより，冬期暖房時はヒート

ポンプの入口温度が地下水よりも低くなり，

はヒートポンプ自体を改良しなければならない。

この問題に対して，“伝熱ロスの低減”，“

ータ駆動”および“計装による機器制御”を提案する。

これにより，HP の入口水温の下限が 10℃程度でも

が使えるようになる。また，これまでの空調システムに

比較して P(LP)を低減でき，これに比例して

るため，P(WP)も減少して COP(HP+LP+WP)が向上する。
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